
当

0 交付金 578,00

係

0 円

一般財源 571

防

141 578 750

職

災

員人件費　② 753 7

係

67 796 1,215

9

総事業費（①＋②） 1

1

,324 908 1,3

2

74 1,965

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 福祉安心

基本施策

和

防災
施策体系

施策の内

６

容 防災体制の充実

目
　

年

　
　
的

　消防団員の活

度

動を支援することによ

評

り、消

主
た
る
内
容

〇準

価

中型自動車免許取得費

）

補助
防力の充実及び強

刈

化を図る。 　補助率　

谷

　 4/5
　上限額　

市

15万円

位
置
づ
け

関連

事

計画

根拠法令 刈谷市消

務

防団員準中型自動車免

事

許取得費補助金交付要

業

綱

対象者 消防団員 事業

評

期間 ～

実施方法 □直営

価

　□委託　□指定管理

シ

　■補助・助成　□そ

ー

の他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　

名

実
　
績

４年度実績 ５年

担

度実績 ６年度実績 ７年

当

度計画

・準中型免許の

部

取得費用の一 ・準中型

生

免許の取得費用の一 ・

活

準中型免許の取得費用

安

の一 ・準中型免許の取

全

得費用の一
　部を補助

部

　部を補助 　部を補助

一

　部を補助

　取得費用

般

の一部を補助すること

会

により、ポンプ車を運

計

転することができる消

消

防団員が増加した。

成

防

果

　消防団の機能を維

団

持するため、ポンプ車

員

を運転できる人員を確

準

保できるよう制度の周

中

知に努めていく必要が

型

ある。

課題

指標名称（

自

単位）
実績値 目標値

４

動

年度 ５年度 ６年度 ７年

車

度 ９年度

活動 準中型自

免

動車免許取得費補助件

許

数 4 1 4 5 9
指標 （件

取

）

指標

他市との
比較検

得

証

費補助事業
担当課

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

危

ス
　
ト

単位：千円
４年

機

度 ５年度 ６年度 ７年度

管

６年度

（決算） （決算

理

） （決算） （予算） 事

課

業費内訳

事業費　① 5

款

71 141 578 75

項

0 合計 578,000

目

 円
負担金、補助及び

担

財
　
源

特定財源 0 0 0



係 防災係

9 1 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

令

　準中型免許自動車免

和

許が新設されてから、

７

消防ポンプ車
・法的業

年

務
高い

を運転できる団

度

員は減少傾向にあり、

（

災害対応力維持のた
必

令

要性 ・市民ニーズ、社

和

会需要 め必要である。

６

・市民生活上必要であ

年

る　など

　非常勤の消

度

防団員にとって、消防

評

ポンプ車を運転できる

価

・コストの節減、費用

）

対効果
普通

団員が多い

刈

ことは、迅速な出動に

谷

つながる。
効率性 ・執

市

行体制の効率性
・手段

事

の最適性　など

　市保

務

有の消防ポンプ車を用

事

いて災害対応している

業

ため、
・市が主体とな

評

って実施する
高い

妥当

価

である。
妥当性 　べき

シ

事業であるか
・総合計

ー

画との整合性　など

　

ト

消防団の災害対応能力

（

の維持につながってい

様

る。

施策への ・施策へ

式

の貢献度
普通・目標達

２

成度
貢献度 ・市民サー

）

ビスへの効果　など

今

会

後の方向性 ■拡充　□

計

現状維持　■改善・効

名

率化　□縮小　□終期

担

設定　□休止・廃止

　

当

年々消防ポンプ車を運

部

転できない団員は増加

生

するため拡充の必要が

活

ある。消防ポンプ車の

安

更新の際には免許区分

全

を
考慮した検討が必要

部

である。

一般会

Ｃ

計

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

消

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

防

∨

団員準中型自動車免許取得費補助事業
担当課 危機管理課

款 項 目 担当



① 2,079 42,202 3,602 0 合計 3,602,170 円
委託料 463,100 円

財
　
源

特定財源 0 0 421 0 工事請負費 1,298,000 円
備品購入費 1,841,070 円

一般財源 2,079 42,202 3,181 0

職員人件費　② 1,129 1,151 1,991 0

総事業費（①＋②） 3,208 43,353 5,593 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 南海トラフ地震等対策事業費
補助金（県）

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 防災
施策体系

施策の

和

内容 防災体制の充実

目

６

　
　
　
的

　福祉避難所

年

に防災備蓄倉庫を整備

度

すること

主
た
る
内
容

〇

評

防災備蓄倉庫の整備
に

価

より、災害時の要配慮

）

者への支援体制の強
化

刈

を図る。

位
置
づ
け

関連

谷

計画 刈谷市地域防災計

市

画

根拠法令

対象者 市民

事

事業期間 令和元年度 ～

務

実施方法 ■直営　■委

事

託　□指定管理　□補

業

助・助成　□その他

評価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

）

４年度実績 ５年度実績

会

６年度実績 ７年度計画

計

・大型の防災備蓄倉庫

名

（今川 ・大型の防災備

担

蓄倉庫（今川 ・福祉避

当

難所への防災備蓄倉 　

部

　町）の設計 　町）の

生

建設 　庫の設置 　
・落

活

下防止ベルトの設置 　

安

　
　　　――――――

全

―

　災害リスクを考慮

部

し、福祉避難所へ防災

一

備蓄倉庫を建設したこ

般

とにより、福祉避難所

会

の運営に必要な資器材

計

を迅速に取

成果
り出す

防

ことが可能となり、災

災

害時の要配慮者への支

備

援体制が強化された。

蓄

　また、落下防止ベル

倉

トを設置したことによ

庫

り、拠点防災倉庫の安

整

全対策が強化された。

備

課題

指標名称（単位）

事

実績値 目標値

４年度 ５

業

年度 ６年度 ７年度 ９年

担

度

成果 大型の防災備蓄

当

倉庫の建設工事進捗率

課

（％） ― 100.0 ―

危

― ―
指標
成果 福祉避難

機

所防災備蓄倉庫の設置

管

数（箇所） 10 10 1

理

1 ― ―
指標

他市との
比

課

較検証

款 項 目 担当係 防災

Ｃ
　
事
　
業
　

係

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

9

４年度 ５年度 ６年度 ７

1

年度 ６年度

（決算） （

4

決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　福祉避難所用の防

令

災備蓄倉庫を整備する

和

ことにより、発
・法的

７

業務
高い

生が懸念され

年

る大地震等の災害への

度

対応として、要配慮者

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要 への支援体制

和

の強化を図ることがで

６

きるため必要な事業で

年

・市民生活上必要であ

度

る　など ある。

　福祉

評

避難所用の防災備蓄倉

価

庫を整備することによ

）

り、災
・コストの節減

刈

、費用対効果
普通

害が

谷

発生した場合に、福祉

市

避難所の運営に必要な

事

資器材を
効率性 ・執行

務

体制の効率性 迅速に取

事

り出すことができる。

業

・手段の最適性　など

評

　災害発生時、要配慮

価

者の避難先となる福祉

シ

避難所へ防災
・市が主

ー

体となって実施する
高

ト

い
備蓄倉庫を整備する

（

ことにより、市として

様

の防災体制の強
妥当性

式

　べき事業であるか 化

２

を図ることができる。

）

・総合計画との整合性

会

　など

　福祉避難所用

計

の防災備蓄倉庫を整備

名

することで、福祉避

施

担

策への ・施策への貢献

当

度
高い

難所を開設した

部

直後に応急的に必要と

生

なる物品を備蓄して
・

活

目標達成度 おくことが

安

できるため、災害時の

全

要配慮者への支援体制

部

の
貢献度 ・市民サービ

一

スへの効果　など 強化

般

に寄与している。

今後

会

の方向性 □拡充　□現

計

状維持　□改善・効率

防

化　□縮小　■終期設

災

定　□休止・廃止

　計

備

画的に防災備蓄倉庫の

蓄

整備を行うとともに、

倉

福祉避難所用備蓄品の

庫

購入を行う。

整備事業

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

担

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

当

価
　
∨

課 危機管理課

款 項 目 担当係 防災係

9 1 4



係

に設置訓練を行うこと

9

で災害時のトイレ問題

1

を周知す

るとともに、

4

設置できる方を増やすことができた。

　各指定避難所にマンホールトイレ整備後、自主防災会が開催している避難所の訓練等と一緒に設置訓練を実施すること

で、地域住民の中で設置できる人材を増やしていく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 マンホールトイレ累計整備数（箇所） 8 10 14 22 25
指標
活動 マンホールトイレ整備率（％） 32.0 40.0 56.0 88.0 100.0
指標

　避難所にマンホールトイレ整備済みの市（碧海5市）：碧南市、安城市、知立市、高浜市
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 27,569 32,879 45,840 95,069 合計 45,840,300 円
需用費 778,800 円

財
　
源

特定財源 27,569 13,741 18,097 71,270 委託料 10,690,900 円
工事請負費 31,407,200 円

一般財源 0 19,138 27,743 23,799 備品購入費 2,963,400 円

職員人件費　② 3,012 3,069 4,778 4,859

総事業費（①＋②） 30,58

Ｄ

1 35,948 50,

　

618 99,928

建

　

設
事
業

全体事業費（単

　

位：千円） 0 ６年度特

Ｏ

定財源名称

６年度まで

　

の累積事業費 0 社会資

　

本整備総合交付金(国

∧

)

８年度以降の事業費

　

見込 0

　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安心

基本施策 防災
施策

和

体系
施策の内容 防災体

６

制の充実

目
　
　
　
的

　

年

避難所にマンホールト

度

イレを整備すること

主

評

た
る
内
容

○マンホール

価

トイレ実施設計
により

）

、災害発生時のトイレ

刈

不足を解消する ○マン

谷

ホールトイレ整備工事

市

とともに、衛生的なト

事

イレ環境を確保する。

務

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

事

市地域防災計画

根拠法

業

令

対象者 市民 事業期間

評

令和元年度 ～ 令和８年

価

度

実施方法 ■直営　■

シ

委託　□指定管理　■

ー

補助・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

担

績

４年度実績 ５年度実

当

績 ６年度実績 ７年度計

部

画

（Ｒ3繰越分） ・実

生

施設計　3避難所 ・実

活

施設計　4避難所 （Ｒ

安

6繰越分含む）
・実施

全

設計　5避難所 　（富

部

士松北小、双葉小、愛

一

　（富士松南小、刈谷

般

北高、 ・実施設計　3

会

避難所
　（亀城小、小

計

高原小、かり 　　知教

避

育大） 　　刈谷工科高

難

、刈谷東高） 　（富士

所

松東小、刈谷高、住
　

マ

　がね小、朝日小、依

ン

佐美 ・整備工事　2避

ホ

難所 ・整備工事　4避

ー

難所 　　吉小）
　　中

ル

） 　（東刈谷小、刈谷

ト

東中） 　（かりがね小

イ

、小高原小、 ・整備工

レ

事　8避難所
・整備工

整

事　2避難所 　　朝日

備

小、依佐美中） 　（愛

事

知教育大、富士松南　

業

　（平成小、小垣江東

担

小） 　　小、富士松北

当

小、刈谷北
　　高、刈

課

谷工科高、亀城　
　　

危

小、刈谷東高、双葉小

機

）

　下水道本管が整備

管

されている指定避難所

理

に対してマンホールト

課

イレを整備することで

款

、災害発生時において

項

安心・快適

成果
に使用

目

できるトイレ環境を迅

担

速に確保することに寄

当

与することができた。

係

　設置が完了している

防

一部の避難所では、自

災

主防災会や学校を対象



9 1 4

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　避難所

令

環境の整備に対する自

和

主防災会からのニーズ

７

は非
・法的業務

高い
常

年

に高くなっている。特

度

に避難時におけるトイ

（

レ問題は注
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 目

和

度が高く、継続して整

６

備することでより快適

年

な避難所環
・市民生活

度

上必要である　など 境

評

を整備する必要がある

価

。

　下水道本管へ接続

）

する管の延長により、

刈

設計金額、工事
・コス

谷

トの節減、費用対効果

市

普通
金額が変動するの

事

で、避難所における適

務

切な設置場所を検
効率

事

性 ・執行体制の効率性

業

討し、可能な限りコス

評

ト削減をしていく。
・

価

手段の最適性　など

　

シ

避難所環境の整備は、

ー

公助として市が主体と

ト

なって実施
・市が主体

（

となって実施する
高い

様

する必要がある。また

式

、刈谷市総合計画に位

２

置づけた取組
妥当性 　

）

べき事業であるか であ

会

る。
・総合計画との整

計

合性　など

　刈谷市総

名

合計画における防災体

担

制の充実を推進するた

当

め

施策への ・施策への

部

貢献度
高い

の事業とし

生

て、必要な事業である

活

。避難所にマンホール

安

ト
・目標達成度 イレを

全

整備することで、災害

部

発生時に避難者等がよ

一

り快適
貢献度 ・市民サ

般

ービスへの効果　など

会

に過ごせる避難所環境

計

を確保することができ

避

る。

今後の方向性 ■拡

難

充　□現状維持　□改

所

善・効率化　□縮小　

マ

□終期設定　□休止・

ン

廃止

　避難所環境（主

ホ

にトイレ）の整備に対

ー

する市民ニーズは高ま

ル

っており、下水道本管

ト

が整備されている避難

イ

所に対し
て、継続的に

レ

マンホールトイレを整

整

備する必要がある。

備事業
担

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

当

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

課

　
評
　
価
　
∨

危機管理課

款 項 目 担当係 防災係



ランティアセンター用資器材や避難所用

燃焼器具を購入することができた。

　食料等の更新を適切に実施するとともに、保存期限等がせまる備蓄品の処遇について検討する必要がある。また、購入

してから相当の年数が経った資器材等の更新等も検討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 備蓄品更新計画推進率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
指標

 
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 48,032 35,809 28,773 34,255 合計 28,772,864 円
需用費 27,948,757 円

財
　
源

特定財源 6,577 3,591 144 2,901 役務費 124,502 円
委託料 681,114 円

一般財源 41,455 32,218 28,629 31,354 使用料及び賃借料 18,491 円

職員人件費　② 13,553 17,648 14,733 14,983

総事業費（①＋②） 61,585 53,45

Ｄ

7 43,506 49,

　

238

建
設
事
業

全体事

　

業費（単位：千円） 0

　

６年度特定財源名称

６

Ｏ

年度までの累積事業費

　

0 南海トラフ地震等対

　

策事業費
補助金（県）

∧

８年度以降の事業費見

　

込 0 令和６年能登半島

　

地震災害救
助費負担金

実

（県）

　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安心

基本施策 防

令

災
施策体系

施策の内容

和

防災体制の充実

目
　
　

６

　
的

　備蓄倉庫内の備

年

蓄品を計画的に更新す

度

ると

主
た
る
内
容

〇備蓄

評

品の更新
ともに、福祉

価

避難所に要配慮者用の

）

備蓄品を 〇資器材の管

刈

理
配備することにより

谷

、市民の避難所等での

市

生
活を維持する。

位
置

事

づ
け

関連計画 刈谷市地

務

域防災計画

根拠法令  

事

対象者 市民 事業期間 ～

業

実施方法 ■直営　■委

評

託　□指定管理　■補

価

助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

４年度実績 ５年度実績

名

６年度実績 ７年度計画

担

・備蓄品（水・クラッ

当

カー・ ・備蓄品（水・

部

クラッカー・ ・備蓄品

生

（水・クラッカー・ ・

活

備蓄品（水・クラッカ

安

ー・
　アルファ米等）

全

更新購入 　アルファ米

部

等）更新購入 　アルフ

一

ァ米等）更新購入 　ア

般

ルファ米等）更新購入

会

・備蓄品（クッキー）

計

追加購 ・備蓄品（クッ

災

キー）追加購 ・備蓄品

害

（クッキー）追加購 ・

対

備蓄品（クッキー）追

策

加購
　入 　入 　入 　入

管

・浄水装置保守点検 ・

理

浄水装置保守点検 ・浄

事

水装置保守点検 ・保存

業

食等廃棄物運搬処理
・

担

保存食等廃棄物運搬処

当

理 ・保存食等廃棄物運

課

搬処理 ・保存食等廃棄

危

物運搬処理 ・福祉避難

機

所用物品追加購入
・福

管

祉避難所用物品追加購

理

入 ・福祉避難所用物品

課

追加購入 ・福祉避難所

款

用物品追加購入 ・自動

項

ラップ式トイレ購入
・

目

災害ボランティアセン

担

ター ・蓄電池購入
　用

当

資器材購入
・避難所用

係

燃焼器具追加購入
　備

防

蓄倉庫の備蓄品（水・

災

クラッカー・アルファ

係

米等）を計画的に更新

9

等するとともに、資器

1

材の点検等を行い、適

4

切に

成果
管理することができた。また、福祉避難所に必要な物品を追加購入の他、災害ボ



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　災害時に備え、必要な

令

設備や資器材を整備す

和

ることは、
・法的業務

７

高い
市民の生命や財産

年

を災害から守ることに

度

つながる。
必要性 ・市

（

民ニーズ、社会需要
・

令

市民生活上必要である

和

　など

　備蓄する非常

６

食については、ローリ

年

ングストックを実施
・

度

コストの節減、費用対

評

効果
高い

し、極力廃棄

価

しないように計画的に

）

更新している。
効率性

刈

・執行体制の効率性
・

谷

手段の最適性　など

　

市

災害に備えて、必要な

事

設備や資器材の整備及

務

び管理を行
・市が主体

事

となって実施する
高い

業

い、災害発生時に市民

評

の避難所等での生活を

価

維持する。
妥当性 　べ

シ

き事業であるか
・総合

ー

計画との整合性　など

ト

　災害時に備え、必要

（

な資器材を整備し、備

様

蓄倉庫内の非

施策への

式

・施策への貢献度
高い

２

常食を計画的に更新し

）

、発災時の初動を迅速

会

化できる。
・目標達成

計

度
貢献度 ・市民サービ

名

スへの効果　など

今後

担

の方向性 ■拡充　□現

当

状維持　□改善・効率

部

化　□縮小　□終期設

生

定　□休止・廃止

　引

活

き続き、迫り来る災害

安

に備え、資器材や食料

全

の整備し、災害に強い

部

まちづくりを進める。

一般会計

Ｃ
 
　
Ｈ
 

災

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

害

∧
　
評
　
価
　
∨

対策管理事業
担当課 危機管理課

款 項 目 担当係 防災係

9 1 4



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 38,626 34,941 72,136 55,298 合計 72,136,131 円
需用費 16,878,580 円

財
　
源

特定財源 620 691 7,257 200 委託料 12,156,045 円
使用料及び賃借料

一般財源 38,006 34,250 64,879 55,098 24,558,996 円
備品購入費 12,817,255 円

職員人件費　② 3,765 3,836 3,982 4,049 負担金、補助及び
交付金 5,725,255 円

総事業費（①＋②） 42,391 38,777 76,118 59,347

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 消耗品売上収入
放送システム更新事業負担金

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 防災
施策体系

施策の

和

内容 防災体制の充実

目

６

　
　
　
的

　災害発生時

年

に市民が避難や対策を

度

迅速に行

主
た
る
内
容

〇

評

メール配信サービス等

価

による災害情報の提
う

）

ことができるよう、緊

刈

急情報を瞬時に市民 　

谷

供
に伝達する環境を整

市

備する。 〇防災ラジオ

事

の販売
〇移動系防災行

務

政無線の運用

位
置
づ
け

事

関連計画

根拠法令

対象

業

者 市民 事業期間 平成２

評

３年度 ～

実施方法 ■直

価

営　□委託　□指定管

シ

理　□補助・助成　□

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

４年度実績 ５

担

年度実績 ６年度実績 ７

当

年度計画

・メールによ

部

る災害情報発信 ・メー

生

ルによる災害情報発信

活

・メール、市公式ＬＩ

安

ＮＥに ・メール、市公

全

式ＬＩＮＥに
・防災ラ

部

ジオ販売　306台 ・

一

防災ラジオ販売　35

般

6台 　よる災害情報発

会

信 　よる災害情報発信

計

・防災ラジオ販売　3

防

40台 ・防災ラジオ販

災

売　400台

　メール

情

により市民や職員に災

報

害情報を発信すること

伝

ができた。

成果
　各種

達

啓発活動を通して防災

事

ラジオの普及に努め、

業

販売台数の増加を図る

担

ことができた。

　市民

当

へのメール配信サービ

課

スの登録及び防災ラジ

危

オの普及をより推進し

機

ていく必要がある。

課

管

題

指標名称（単位）
実

理

績値 目標値

４年度 ５年

課

度 ６年度 ７年度 ９年度

款

成果 防災ラジオ普及台

項

数累計（台） 6,04

目

8 6,404 6,74

担

4 7,144 7,50

当

0
指標
成果
指標

防災ラ

係

ジオの販売台数（Ｒ6

危

年度末までの累計）
他

機

市との 安城市　14,

管

505台
比較検証 知立

理

市　2,328台
高浜

係

市　768台

9 1 4



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

 メール配信サービ

令

スや防災ラジオの普及

和

は、災害発生時の
・法

７

的業務
高い

緊急情報を

年

速やかに市民に伝達す

度

るための施策である。

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要
・市民生活上

和

必要である　など

　メ

６

ール配信サービスや防

年

災ラジオは、屋外放送

度

施設等と
・コストの節

評

減、費用対効果
高い

比

価

べて、風雨による音声

）

伝達範囲の影響を受け

刈

にくい。ま
効率性 ・執

谷

行体制の効率性 た、設

市

置工事の必要がないこ

事

とから、低コストで取

務

り組む
・手段の最適性

事

　など ことのできる施

業

策である。

　災害発生

評

時の緊急情報は、市が

価

市民にすみやかに伝達

シ

し
・市が主体となって

ー

実施する
高い

なければ

ト

ならない情報であり、

（

刈谷市総合計画に定め

様

る伝
妥当性 　べき事業

式

であるか 達手段を整備

２

し情報提供体制を充実

）

する施策である。
・総

会

合計画との整合性　な

計

ど

　メール配信サービ

名

スや防災ラジオの普及

担

を進めることに

施策へ

当

の ・施策への貢献度
高

部

い
より、市民に災害発

生

生時の緊急情報を伝達

活

する情報提供体
・目標

安

達成度 制を充実するこ

全

とができる。
貢献度 ・

部

市民サービスへの効果

一

　など

今後の方向性 □

般

拡充　■現状維持　□

会

改善・効率化　□縮小

計

　□終期設定　□休止

防

・廃止

　各種イベント

災

などでメール配信サー

情

ビス及び防災ラジオの

報

さらなる啓発を行う。

伝

また、新たな手段によ

達

る緊急情報
の発信を検

事

討する。

業
担当

Ｃ

課

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

危

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

機

∨

管理課

款 項 目 担当係 危機管理係

9 1 4



守る」という気持ちを持ち、災害に対する備えを行うことができた。

　各地区が行う防災訓練は、それぞれに内容を工夫し取り組まれているが、地区間の差が大きくなっているため、他地区

の状況を紹介するなど、自主防災会間の情報交換を進める必要がある。
課題

　補助金の活用状況にも差があることから、同様に情報交換を行う必要がある一方、補助利用が増加しているため、予算

の確保と併せ、申請内容の精査が求められている。

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 地区自主防災訓練参加者数（人） 8,286 13,315 13,004 14,000 16,000
指標

 
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 14,983 18,065 19,418 15,027 合計 19,418,210 円
報償費 460,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 271,700 円
委託料 1,295,910 円

一般財源 14,983 18,065 19,418 15,027 使用料

Ｄ

及び賃借料 44,60

　

0 円
負担金、補助及

　

び

職員人件費　② 4,

　

894 9,975 9,

Ｏ

556 10,528 交

　

付金 17,346,0

　

00 円

総事業費（①

∧

＋②） 19,877 2

　

8,040 28,97

　

4 25,555

建
設
事

実

業

全体事業費（単位：

　

千円） 0 ６年度特定財

　

源名称

６年度までの累

施

積事業費 0

８年度以降

　

の事業費見込 0

　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安心

基本施策 防

令

災
施策体系

施策の内容

和

防災意識の高揚

目
　
　

６

　
的

　自主防災会が開

年

催する防災訓練等の活

度

動を

主
た
る
内
容

〇自主

評

防災会謝礼　23地区

価

通して、市民の防災意

）

識の高揚や地域の防災

刈

〇講師等の派遣
力の強

谷

化を図る。 〇災害時に

市

使用する井戸の水質検

事

査
〇自主防災会活動支

務

援のための補助金
　補

事

助率　防災施設・資器

業

材整備事業　4/5
　

評

　　　　防災活動事業

価

　　　　 　　 4/

シ

5

位
置
づ
け

関連計画 刈

ー

谷市地域防災計画

根拠

ト

法令 刈谷市自主防災事

（

業補助金交付要綱

対象

様

者 市民（自主防災会）

式

事業期間 平成１６年度

１

～

実施方法 ■直営　■

）

委託　□指定管理　■

会

補助・助成　□その他

計名 担当部 生活安全

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

部

績

４年度実績 ５年度実

一

績 ６年度実績 ７年度計

般

画

・自主防災事業補助

会

金 ・自主防災事業補助

計

金 ・自主防災事業補助

地

金 ・自主防災事業補助

区

金
　　20地区　 1

防

1,524,000円

災

　　23地区　  1

対

6,545,000円

策

　　23地区　  1

事

7,346,000円

業

　　23地区　  1

担

3,000,000円

当

・地区自主防災訓練 ・

課

地区自主防災訓練 ・地

危

区自主防災訓練 ・地区

機

自主防災訓練
　　23

管

地区　68回　8,2

理

86人 　　23地区　

課

64回　13,315

款

人 　　23地区　70

項

回　13,004人 　

目

　23地区　70回　

担

14,000人

　地域

当

が独自に立案する目的

係

と計画に対して補助を

防

行うことにより、地域

災

の防災活動が活発化し

係

、中部エリアでは合同

9

の

成果
避難訓練が行わ

1

れた。また、資器材の

4

整備が推進され、地域の防災対応力が向上した。個人や地域が「自分のまちは自分

たちで



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　地域の防災力を強化す

令

るため、自主防災会が

和

資器材や備
・法的業務

７

高い
蓄品等を購入する

年

際、自分たちの地域で

度

は何が必要である
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

令

需要 か、地域の特性等

和

を見極めながら購入計

６

画を立てている。
・市

年

民生活上必要である　

度

など

　資器材等の均一

評

な配布ではなく、地域

価

の特性などの各自
・コ

）

ストの節減、費用対効

刈

果
高い

主防災会が必要

谷

とするものに補助する

市

ことで、効率的な予
効

事

率性 ・執行体制の効率

務

性 算執行ができる。
・

事

手段の最適性　など

　

業

刈谷市総合計画におい

評

て、地域の防災力の強

価

化のため、
・市が主体

シ

となって実施する
高い

ー

地域の防災活動に必要

ト

な防災施設、防災資器

（

材の整備を支
妥当性 　

様

べき事業であるか 援し

式

、自主防災組織の強化

２

を図ると位置づけてお

）

り、本事
・総合計画と

会

の整合性　など 業は、

計

これを実現するもので

名

ある。

　自主防災会の

担

活性化により、市民の

当

防災意識の高揚と地

施

部

策への ・施策への貢献

生

度
高い

域の防災力の強

活

化を図ると考えている

安

。
・目標達成度 　また

全

、災害の備えを整える

部

ことにより、災害発生

一

時の被
貢献度 ・市民サ

般

ービスへの効果　など

会

害の軽減につなげられ

計

る。

今後の方向性 ■拡

地

充　□現状維持　□改

区

善・効率化　□縮小　

防

□終期設定　□休止・

災

廃止

　自主防災事業補

対

助金の利用は年々増加

策

しており、さらに能登

事

半島地震の影響により

業

各地区の防災意識が高

担

まってい
ることから、

当

今後も補助の利用が増

課

えることが予想される

危

。

機管理

Ｃ
 
　
Ｈ

課

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

款

　
∧
　
評
　
価
　
∨

項 目 担当係 防災係

9 1 4



9

材を更に増やしていく

1

必要がある。

課題

指標

4

名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 防災リーダー養成講座修了者累計 656 703 759 828 966
指標 （人）
活動 フォローアップ講座修了者累計（人） 484 566 655 755 955
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 202 150 229 320 合計 229,085 円
報償費 85,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 71,885 円
委託料 66,000 円

一般財源 202 150 229 320 使用料及び賃借料 6,200 円

職員人件費　② 2,485 2,532 2,628 2,673

総事業費（①＋②） 2,687 2,682 2,857 2,993

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

心

基本施策 防災
施策体

和

系
施策の内容 地域の防

６

災力の強化

目
　
　
　
的

年

　自主防災組織の役割

度

の高まりに伴い、活動

評

主
た
る
内
容

○防災リー

価

ダー養成講座の開催
を

）

けん引するリーダーを

刈

養成することで、地 ○

谷

フォローアップ講座の

市

開催
域防災力の強化と

事

自主防災活動の活性化

務

を図 　・防災に関する

事

基礎的な知識の習得
る

業

。 　・災害時に避難所

評

の運営を担うことがで

価

き
　　る知識とスキル

シ

の習得
　・人材のネッ

ー

トワークの構築

位
置
づ

ト

け

関連計画 刈谷市地域

（

防災計画

根拠法令

対象

様

者 市民 事業期間 平成２

式

４年度 ～

実施方法 ■直

１

営　■委託　□指定管

）

理　□補助・助成　□

会

その他

計名 担当部 生活安

Ｂ
　
事
　
業

全

　
実
　
績

４年度実績 ５

部

年度実績 ６年度実績 ７

一

年度計画

・防災リーダ

般

ー養成講座 ・防災リー

会

ダー養成講座 ・防災リ

計

ーダー養成講座 ・防災

地

リーダー養成講座
　　

域

受講生  52人 　　

防

受講生　53人 　　受

災

講生　 64人 　　受

リ

講生　 69人
　　修

ー

了生　51人 　　修了

ダ

生　47人 　　修了生

ー

　 56人 　　修了生

育

　 69人
・フォロー

成

アップ講座 ・フォロー

事

アップ講座 ・フォロー

業

アップ講座 ・フォロー

担

アップ講座
　　受講生

当

　20人 　　受講生　

課

82人 　　受講生　 

危

89人 　　受講生　1

機

00人
　　修了生　2

管

0人 　　修了生　82

理

人 　　修了生　 89

課

人 　　修了生　100

款

人

　防災リーダーを市

項

内均等に育成するため

目

、各地区から受講者を

担

推薦してもらい、3日

当

間の講座を開催した。

係

受講者合計

成果
で56

危

人が修了し、地域防災

機

力向上に寄与すること

管

ができた。

　地区の防

理

災力強化のため、中心

係

となって活躍できる人



1 4

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市内各地

令

区の自主防災活動が活

和

発になってきており、

７

各
・法的業務

高い
地区

年

の防災活動や避難所の

度

運営などに協力いただ

（

ける防災
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 リー

和

ダーの育成は必要不可

６

欠であると考えている

年

。
・市民生活上必要で

度

ある　など

　講座の半

評

数以上では、既に活動

価

している防災リーダー

）

や
・コストの節減、費

刈

用対効果
高い

ボランテ

谷

ィア、自主防災会の方

市

に講師やグループワー

事

クの
効率性 ・執行体制

務

の効率性 手伝い等を依

事

頼することができたた

業

め、実際の活動に基づ

評

・手段の最適性　など

価

いた講座を行うことが

シ

できた。

　刈谷市総合

ー

計画に位置づけた施策

ト

であり、自主防災活動

（

・市が主体となって実

様

施する
高い

の運営や、

式

災害時の避難所運営等

２

で活躍する防災リーダ

）

ー
妥当性 　べき事業で

会

あるか は自主防災活動

計

の活性化に必要な存在

名

であり、その育成は
・

担

総合計画との整合性　

当

など 必要なものと考え

部

ている。

　防災意識の

生

高い人材を一人でも多

活

く育成し、地域で活動

安

施策への ・施策への貢

全

献度
高い

することによ

部

り、自主防災活動をよ

一

り一層活性化させ、地

般

・目標達成度 域の防災

会

力の強化や防災意識の

計

高揚につなげられると

地

考え
貢献度 ・市民サー

域

ビスへの効果　など て

防

いる。

今後の方向性 □

災

拡充　■現状維持　□

リ

改善・効率化　□縮小

ー

　□終期設定　□休止

ダ

・廃止

　防災リーダー

ー

の養成講座を継続的に

育

行い、活躍できる人材

成

を多世代に育てるほか

事

、フォローアップ研修

業

により知識
や情報の更

担

新を行う。
　また、地

当

域の防災リーダーとし

課

て活躍すべく、地区の

危

自主防災会への参加を

機

促す。

管理課

Ｃ
 

款

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

項

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

目 担当係 危機管理係

9



ムの導入実績
他市との 名古屋市、豊橋市、豊田市
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 17,453 0 合計 17,452,600 円
委託料 15,400,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 16,426 0 使用料及び賃借料
2,052,600 円

一般財源 0 0 1,027 0

職員人件費　② 0 0 2,389 0

総事業費（①＋②） 0 0 19,842 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 繰越明許費
デジタル田園都市国家構想交

８年度以降の事業費見込 0 付金（国）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 防災
施策体系

施策の

和

内容 防災体制の充実

目

６

　
　
　
的

　自然災害か

年

ら市民の生活、身体及

度

び財産を

主
た
る
内
容

○

評

防災会議室大型表示装

価

置の更新
守るため、防

）

災ＤＸを推進し、危機

刈

管理体制 ○情報収集シ

谷

ステムの導入
の強化を

市

図るとともに、防災拠

事

点となる災害 　・ＡＩ

務

を活用したＳＮＳ上の

事

災害情報の収
対策本部

業

の機能強化を図り、災

評

害対応を円滑 　　集
か

価

つ正確に行う。

位
置
づ

シ

け

関連計画

根拠法令

対

ー

象者 市民 事業期間 令和

ト

５年度 ～

実施方法 ■直

（

営　□委託　□指定管

様

理　□補助・助成　□

式

その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業

生

　
実
　
績

４年度実績 ５

活

年度実績 ６年度実績 ７

安

年度計画

　 ・防災会議

全

室大型表示装置の ・情

部

報収集システムの導入

一

　
　 　更新 （Ｒ5繰越

般

分） 　
　 ・防災会議室

会

大型表示装置の 　
　 　

計

更新 　
　　　――――

防

――― 　　　――――

災

―――

　情報収集シス

Ｄ

テムを活用し、災害時

Ｘ

の職員の現場対応状況

推

（位置情報、画像、動

進

画）の共有により、災

事

害対策本部での

成果
迅

業

速な情報収集に活用で

担

きた。また、平時にお

当

いては火災や有毒と思

課

われるガスの発生情報

危

の収集に有効活用する

機

ことが

できた。

　災害

管

対策本部での情報収集

理

としての活用にとても

課

有意義なシステムであ

款

るが、災害対策本部を

項

設置した実績が少ない

目

た

め、様々な災害状況

担

を想定し、システムを

当

使って円滑に情報共有

係

できる仕組みづくりを

危

検討する必要がある。

機

課題

指標名称（単位）

管

実績値 目標値

４年度 ５

理

年度 ６年度 ７年度 ９年

係

度

活動 災害対策本部開

9

設時に情報収集システ

1

ムを活用した ― ― 1 ―

4

指標 実績（回）
活動
指標

他市情報収集システ



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　災害発生時の情報

令

収集は市民からの電話

和

通報が主な情報
・法的

７

業務
高い

収集手段であ

年

ったが、ＳＮＳの情報

度

等を収集することで、

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要 災害現場のあ

和

らゆる情報がいち早く

６

災害対策本部に届き、

年

・市民生活上必要であ

度

る　など 迅速な災害対

評

応に繋げることが可能

価

となる。

　災害現場の

）

位置情報、写真を共有

刈

すことができるため、

谷

・コストの節減、費用

市

対効果
高い

必要な部署

事

とわかりやすく共有す

務

ることができる。
効率

事

性 ・執行体制の効率性

業

・手段の最適性　など

評

　災害対策本部は市長

価

が本部長となり、災害

シ

対策を実施す
・市が主

ー

体となって実施する
普

ト

通
るものであるため、

（

市が主体となって実施

様

すべき事業であ
妥当性

式

　べき事業であるか る

２

。
・総合計画との整合

）

性　など

　災害対策本

会

部の情報収集機能が向

計

上することで、市民の

名

施策への ・施策への貢

担

献度
普通

生命や財産を

当

災害から守ることにつ

部

ながる。
・目標達成度

生

貢献度 ・市民サービス

活

への効果　など

今後の

安

方向性 □拡充　□現状

全

維持　■改善・効率化

部

　□縮小　□終期設定

一

　□休止・廃止

　防災

般

ＤＸを進めることは、

会

迅速な情報伝達と共有

計

をはじめ地域全体の防

防

災力の向上や復旧・復

災

興の迅速化に繋がる
と

Ｄ

考えている。令和8年

Ｘ

度には内閣府が導入を

推

勧めているクラウド型

進

被災者支援システムの

事

導入を予定するなど、

業

引き
続き、迫りくる災

担

害に備え、最新のデジ

当

タル技術やシステムを

課

活用した取組の情報収

危

集を続け、防災ＤＸを

機

推進して
いく。

管理課

款

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

項

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

目

　
価
　
∨

担当係 危機管理係

9 1 4



係

60,988

職員人件

防

費　② 452 537 9

災

56 972

総事業費（

係

①＋②） 1,330,

9

645 1,359,5

1

21 1,501,94

1

5 1,561,960

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 マネジメント方針

基

和

本施策 多様な主体との

６

連携
施策体系

施策の内

年

容 なし

目
　
　
　
的

　衣

度

浦5市の消防業務を広

評

域で行うことで業務

主

価

た
る
内
容

○衣浦東部広

）

域連合消防局の共通経

刈

費分の分
の効率化を図

谷

る。 　担金
　衣東共通

市

経費×26.48％

位

事

置
づ
け

関連計画  

根拠

務

法令  

対象者 衣浦東部

事

広域連合 事業期間 平成

業

１５年度 ～

実施方法 □

評

直営　□委託　□指定

価

管理　□補助・助成　

シ

■その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　

計

業
　
実
　
績

４年度実績

名

５年度実績 ６年度実績

担

７年度計画

・衣浦東部

当

広域連合分担金 ・衣浦

部

東部広域連合分担金 ・

生

衣浦東部広域連合分担

活

金 ・衣浦東部広域連合

安

分担金
　（共通経費）

全

　（共通経費） 　（共

部

通経費） 　（共通経費

一

）

　消防業務の広域化

般

により、業務の効率化

会

及び火災や救急出動の

計

時間短縮が図られた。

衣

成果

課題

指標名称（単

浦

位）
実績値 目標値

４年

東

度 ５年度 ６年度 ７年度

部

９年度

 
指標

 
指標

 

広

他市との
比較検証

域連合分担事業（

Ｃ

共

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

通

単位：千円
４年度 ５年

経

度 ６年度 ７年度 ６年度

費

（決算） （決算） （決

）

算） （予算） 事業費内

担

訳

事業費　① 1,33

当

0,193 1,358

課

,984 1,500,

危

989 1,560,9

機

88 合計 1,500,

管

988,860 円
負

理

担金、補助及び

財
　
源

課

特定財源 0 0 0 0 交付

款

金 1,500,988

項

,860 円

一般財源

目

1,330,193 1

担

,358,984 1,

当

500,989 1,5



係

：千円
４年度 ５年度 ６

防

年度 ７年度 ６年度

（決

災

算） （決算） （決算）

係

（予算） 事業費内訳

事

9

業費　① 94,230

1

36,597 66,0

1

54 67,375 合計 66,053,787 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 66,053,787 円

一般財源 94,230 36,597 66,054 67,375

職員人件費　② 452 460 956 972

総事業費（①＋②） 94,682 37,057 67,010 68,347

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 マネジメント方針

基

和

本施策 多様な主体との

６

連携
施策体系

施策の内

年

容 なし

目
　
　
　
的

　衣

度

浦5市の消防業務を広

評

域で行うことで業務

主

価

た
る
内
容

○衣浦東部広

）

域連合消防局の常備消

刈

防にかか
の効率化を図

谷

る。 　る単独経費（刈

市

谷消防署管内）の分担

事

金

位
置
づ
け

関連計画  

務

根拠法令  

対象者 市民

事

事業期間 平成１５年度

業

～

実施方法 □直営　□

評

委託　□指定管理　□

価

補助・助成　■その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

計

績

４年度実績 ５年度実

名

績 ６年度実績 ７年度計

担

画

・衣浦東部広域連合

当

分担金 ・衣浦東部広域

部

連合分担金 ・衣浦東部

生

広域連合分担金 ・衣浦

活

東部広域連合分担金
　

安

(単独経費） 　(単独

全

経費） 　(単独経費）

部

　(単独経費）
【令和

一

4年度】 【令和5年度

般

】 【令和6年度】 【令

会

和7年度】
　・消火栓

計

維持管理費 　・消火栓

衣

維持管理費 　・消火栓

浦

維持管理費 　・消火栓

東

維持管理費
　　　　　

部

　　　2,771基 　

広

　　　　　　　2,7

域

82基 　　　　　　　

連

　2,783基 　　　

合

　　　　　2,785

分

基
　・消火栓設置　　

担

 24基 　・消火栓設

事

置　　 24基 　・消

業

火栓設置　　 21基

（

　・消火栓設置　　 

単

21基

　衣浦東部広域

独

連合により市内の消火

経

設備の維持管理が適切

費

に行われている。

成果

）

課題

指標名称（単位）

担

実績値 目標値

４年度 ５

当

年度 ６年度 ７年度 ９年

課

度

 
指標

 
指標

 
他市

危

との
比較検証

機管理課

款 項 目 担

Ｃ
　
事

当

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位



8 25,862 32,871 合計 25,861,999 円
災害補償費 722,129 円

財
　
源

特定財源 0 47 849 230 需用費 5,142,830 円
役務費 151,840 円

一般財源 25,417 24,771 25,013 32,641 委託料 19,546,000 円
備品購入費 299,200 円

職員人件費　② 1,506 4,604 1,593 1,620

総事業費（①＋②） 26,923 29,422 27,455 34,491

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 　災害補償金収入

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

７

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安心

基本施策 防災

令

施策体系
施策の内容 防

和

災体制の充実

目
　
　
　

６

的

　ポンプ車操法等の

年

自主的な技術習得やポ

度

ン

主
た
る
内
容

○消防団

評

活動服等の購入
プ点検

価

及び情報収集などで、

）

必要な経費を活 ○消防

刈

団活動の支援
動委託す

谷

ることで地域防災力の

市

充実強化を図
る。

位
置

事

づ
け

関連計画  

根拠法

務

令  

対象者 消防団員 事

事

業期間 ～

実施方法 ■直

業

営　□委託　□指定管

評

理　□補助・助成　□

価

その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業

会

　
実
　
績

４年度実績 ５

計

年度実績 ６年度実績 ７

名

年度計画

・消防団活動

担

支援 ・消防団活動支援

当

・消防団活動支援 ・消

部

防団活動支援
・消防団

生

活動服等購入 ・消防団

活

活動服等購入 ・消防団

安

活動服等購入 ・消防団

全

活動服等購入
・消防団

部

訓練活動委託 ・消防団

一

訓練活動委託 ・消防団

般

訓練活動委託 ・消防団

会

訓練活動委託
・女性消

計

防操法用物品購入

　消

消

防団の活動を支援し、

防

団員の活動服などを整

団

備した。

成果

　市民だ

運

よりや成人式等での啓

営

発活動を行っているが

事

、団員数は徐々に減少

業

しており、啓発活動や

担

勧誘等をより活発に行

当

う必要がある。
課題

指

課

標名称（単位）
実績値

危

目標値

４年度 ５年度 ６

機

年度 ７年度 ９年度

成果

管

 消防団員充足率（％

理

） 75.8 76.7 7

課

4.4 80.0
指標

 

款

指標
 

他市との
比較検

項

証

目 担当係 防災係

9

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

1

ス
　
ト

単位：千円
４年

2

度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 25,417 24,81



４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,847 2,982 2,925 2,608 合計 2,925,045 円
需用費 2,516,209 円

財
　
源

特定財源 3 664 3 3 役務費 61,643 円
委託料 169,400 円

一般財源 1,844 2,318 2,922 2,605 使用料及び賃借料 177,793 円

職員人件費　② 2,259 2,302 3,982 4,859

総事業費（①＋②） 4,106 5,284 6,907 7,467

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安心

基本施策 防

令

災
施策体系

施策の内容

和

防災体制の充実

目
　
　

６

　
的

　消防団詰所の保

年

守管理を行い、消防団

度

員が

主
た
る
内
容

○分団

評

詰所光熱水費（電気・

価

水道）
活動しやすい環

）

境を整備する。 ○分団

刈

詰所火災保険料
○分団

谷

詰所浄化槽清掃
○分団

市

詰所処理委託料
○分団

事

詰所下水道使用料

位
置

務

づ
け

関連計画  

根拠法

事

令  

対象者 消防団員 事

業

業期間 ～

実施方法 ■直

評

営　■委託　□指定管

価

理　□補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

４年度実績 ５

名

年度実績 ６年度実績 ７

担

年度計画

・分団詰所光

当

熱水費 ・分団詰所光熱

部

水費 ・分団詰所光熱水

生

費 ・分団詰所光熱水費

活

・分団詰所火災保険料

安

・分団詰所火災保険料

全

・分団詰所火災保険料

部

・分団詰所火災保険料

一

・分団詰所浄化槽清掃

般

・分団詰所浄化槽清掃

会

・分団詰所浄化槽清掃

計

・分団詰所浄化槽清掃

分

・分団詰所下水道使用

団

料 ・分団詰所下水道使

詰

用料 ・分団詰所下水道

所

使用料 ・分団詰所下水

管

道使用料

　分団詰所の

理

保守管理を適正に行っ

事

た。

成果

　電球を省電

業

力のＬＥＤに交換する

担

など、節電を検討する

当

必要がある。また、平

課

成28、29年度で木

危

造の2箇所を更新した

機

が、他に築30年を経

管

過した分団詰所が4箇

理

所あることから、適切

課

な維持管理に努めてい

款

く必要がある。
課題

指

項

標名称（単位）
実績値

目

目標値

４年度 ５年度 ６

担

年度 ７年度 ９年度

 
指

当

標
 

指標
 

他市との
比

係

較検証

防災係

9 1 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円



事業費　① 5,569 5,887 5,760 5,324 合計 5,760,448 円
需用費 3,489,496 円

財
　
源

特定財源 90 210 0 210 役務費 621,752 円
備品購入費 1,102,200 円

一般財源 5,479 5,677 5,760 5,114 公課費 547,000 円

職員人件費　② 2,635 2,686 4,380 6,884

総事業費（①＋②） 8,204 8,573 10,140 12,208

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安心

基本施策 防

令

災
施策体系

施策の内容

和

防災体制の充実

目
　
　

６

　
的

　消防団ポンプ自

年

動車および資器材等の

度

維持

主
た
る
内
容

○ポン

評

プ車消耗品費
管理をし

価

、消防団の消防力の充

）

実を目指す。 ○ポンプ

刈

車燃料費
○ポンプ車車

谷

検等修繕料
○ポンプ車

市

点検手数料
○ポンプ車

事

保険料
○ポンプ車重量

務

税

位
置
づ
け

関連計画  

事

根拠法令  

対象者 消防

業

団員 事業期間 ～

実施方

評

法 ■直営　■委託　□

価

指定管理　□補助・助

シ

成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

４年度

名

実績 ５年度実績 ６年度

担

実績 ７年度計画

・ポン

当

プ車消耗品購入 ・ポン

部

プ車消耗品購入 ・ポン

生

プ車消耗品購入 ・ポン

活

プ車消耗品購入
・ポン

安

プ車燃料費 ・ポンプ車

全

燃料費 ・ポンプ車燃料

部

費 ・ポンプ車燃料費
・

一

ポンプ車車検等修繕料

般

・ポンプ車車検等修繕

会

料 ・ポンプ車車検等修

計

繕料 ・ポンプ車車検等

消

修繕料

　車検や法定点

防

検等を適切に実施し、

車

消防団が使用する消防

等

ポンプ車の安全な運行

管

ができた。また、定期

理

的に消防ポンプ

成果
車

事

の資器材を更新し、消

業

防団活動を適切に行う

担

ことができた。

　消防

当

団各分団に対して、消

課

防ポンプ車の安全な運

危

行や資器材の適切な使

機

用を継続して指導する

管

。

課題

指標名称（単位

理

）
実績値 目標値

４年度

課

５年度 ６年度 ７年度 ９

款

年度

 
指標

 
指標

 
他

項

市との
比較検証

目 担当係 防災係

9

Ｃ
　

1

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

2

位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳



係

28,064 25,8

防

54 36,739

職員

災

人件費　② 452 46

係

0 478 891

総事業

9

費（①＋②） 33,1

1

50 30,464 31

2

,760 46,441

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 退職報償金収入

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 マネジメント方針

基

和

本施策 多様な主体との

６

連携
施策体系

施策の内

年

容 なし

目
　
　
　
的

　消

度

防団員の報酬や活動費

評

等を負担し、消防

主
た

価

る
内
容

○衣浦東部広域

）

連合消防局の非常備消

刈

防分　
力の強化を図る

谷

。 　（消防団に係る費

市

用）の分担金
　・消防

事

団員報酬
　・消防団員

務

退職報償金
　・消防団

事

員出動手当等

位
置
づ
け

業

関連計画  

根拠法令  

評

対象者 消防団員 事業期

価

間 平成１５年度 ～

実施

シ

方法 □直営　□委託　

ー

□指定管理　□補助・

ト

助成　■その他

（様式１）

会計名

Ｂ

担

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

当

度実績 ５年度実績 ６年

部

度実績 ７年度計画

・衣

生

浦東部広域連合分担金

活

・衣浦東部広域連合分

安

担金 ・衣浦東部広域連

全

合分担金 ・衣浦東部広

部

域連合分担金
　（単独

一

経費） 　（単独経費）

般

　（単独経費） 　（単

会

独経費）

　消防団員の

計

報酬や活動費等を負担

衣

し、消防団の活動に対

浦

し適切な報酬等の支給

東

ができた。

成果

課題

指

部

標名称（単位）
実績値

広

目標値

４年度 ５年度 ６

域

年度 ７年度 ９年度

 
指

連

標
 

指標
 

他市との
比

合

較検証

分担事業（単独経

Ｃ
　
事
　
業
　

費

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

）

４年度 ５年度 ６年度 ７

担

年度 ６年度

（決算） （

当

決算） （決算） （予算

課

） 事業費内訳

事業費　

危

① 32,698 30,

機

004 31,282 4

管

5,550 合計 31,

理

281,963 円
負

課

担金、補助及び

財
　
源

款

特定財源 10,329

項

1,940 5,428

目

8,811 交付金 31

担

,281,963 円

当

一般財源 22,369



理係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

9

ト

単位：千円
４年度 ５

1

年度 ６年度 ７年度 ６年

4

度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,172 511 805 1,600 合計 805,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 805,000 円

一般財源 1,172 511 805 1,600

職員人件費　② 75 77 956 972

総事業費（①＋②） 1,247 588 1,761 2,572

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安心

基本施策 防災
施

和

策体系
施策の内容 防災

６

意識の高揚

目
　
　
　
的

年

　大規模地震時に懸念

度

される電気火災を抑制

評

主
た
る
内
容

○感震ブレ

価

ーカー設置費に対する

）

補助
するための自助手

刈

段の一つである感震ブ

谷

レー 　補助対象経費　

市

2分の1以内
カーの設

事

置を補助することによ

務

り、火災によ 　（上限

事

20,000円）
る被

業

害の軽減を図る。

位
置

評

づ
け

関連計画

根拠法令

価

刈谷市感震ブレーカー

シ

設置費補助金交付要綱

ー

対象者 市民 事業期間 令

ト

和２年度 ～ 令和７年度

（

実施方法 □直営　□委

様

託　□指定管理　■補

式

助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 生

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

活

４年度実績 ５年度実績

安

６年度実績 ７年度計画

全

・設置補助件数　64

部

件 ・設置補助件数　2

一

7件 ・設置補助件数　

般

44件 ・設置補助件数

会

　80件

　感震ブレー

計

カー設置費補助事業を

感

市民に広く周知するた

震

め、市民だより、各種

ブ

啓発イベントなどで紹

レ

介し、事業の啓発

成果

ー

を行うことができた。

カ

　感震ブレーカー設置

ー

費補助金の利用が広が

設

るように、より積極的

置

に広報していく必要が

費

ある。

課題

指標名称（

補

単位）
実績値 目標値

４

助

年度 ５年度 ６年度 ７年

事

度 ９年度

活動 設置補助

業

累計件数（件） 121

担

148 192 272 ―

当

指標
活動
指標

○安城市

課

　　・補助金額：上限

危

10,000円
他市と

機

の ○みよし市　・補助

管

金額：補助対象経費の

理

2分の1　分電盤タイ

課

プは20,000円、

款

簡易タイプは2,00

項

0円が上限
比較検証

目 担当係 危機管



防

 円
委託料 65,34

災

0 円

一般財源 461

係

733 613 870 備

9

品購入費 68,200

1

 円
負担金、補助及び

4

職員人件費　② 1,506 1,535 3,584 4,859 交付金 353,200 円
公課費 16,400 円

総事業費（①＋②） 1,967 2,278 4,304 5,739

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 令和６年能登半島地震災害救
助費負担金（県）

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安心

基本施策 防災

和

施策体系
施策の内容 災

６

害に強いまちづくり

目

年

　
　
　
的

　全国の市町

度

村がトイレトレーラー

評

を所有す

主
た
る
内
容

〇

価

トイレトレーラーに関

）

する消耗品
ることによ

刈

り、災害発生時に被害

谷

の大きな地 〇トイレト

市

レーラーの維持管理費

事

域に集結し、トイレ問

務

題を解消する。 〇職員

事

のけん引免許取得費用

業

位
置
づ
け

関連計画

根拠

評

法令

対象者 市民 事業期

価

間 平成３０年度 ～

実施

シ

方法 ■直営　□委託　

ー

□指定管理　□補助・

ト

助成　□その他

（様式１）

会計名

Ｂ

担

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

当

度実績 ５年度実績 ６年

部

度実績 ７年度計画

・ト

生

イレトレーラーの維持

活

管 ・トイレトレーラー

安

の維持管 ・トイレトレ

全

ーラーの維持管 ・トイ

部

レトレーラーの維持管

一

　理 　理 　理 　理
・能

般

登町への災害派遣

　ト

会

イレトレーラーの維持

計

管理を適切に行うこと

災

で、災害時のトイレ対

害

策を強化することがで

派

きた。

成果

　

課題

指標

遣

名称（単位）
実績値 目

ト

標値

４年度 ５年度 ６年

イ

度 ７年度 ９年度

指標

指

レ

標
　災害派遣トイレネ

ネ

ットワーク加入自治体

ッ

:31市町村（令和7

ト

年4月現在）
他市との

ワ

※近隣市は未加入。
比

ー

較検証

ク推進事業
担当課

Ｃ
　
事
　
業
　

危

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

機

４年度 ５年度 ６年度 ７

管

年度 ６年度

（決算） （

理

決算） （決算） （予算

課

） 事業費内訳

事業費　

款

① 461 743 720

項

880 合計 720,1

目

34 円
需用費 166

担

,298 円

財
　
源

特

当

定財源 0 10 107 1

係

0 役務費 50,696



― ―
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,888 0 4,129 0 合計 4,128,868 円
需用費 45,408 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 3,961,100 円
使用料及び賃借料 122,360 円

一般財源 3,888 0 4,129 0

職員人件費　② 4,141 0 6,371 0

総事業費（①＋②） 8,029 0 10,500 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

７

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安心

基本施策 防災
施

令

策体系
施策の内容 防災

和

意識の高揚

目
　
　
　
的

６

　実働型の総合防災訓

年

練を実施し、災害が発

度

主
た
る
内
容

実働型総合

評

防災訓練
生した場合の

価

各防災関連機関の対応

）

を訓練を 過去の実績
通

刈

じて確認する。 平成1

谷

7、19、22、24

市

年度 総合運動公園
平

事

成26年度 大手公園

務

及び住吉小
平成28年

事

度 双葉グラウンド及

業

び双葉小
平成30年度

評

 総合運動公園及び小

価

垣江小
令和2、3年度

シ

  総合運動公園（中

ー

止）
令和4、6年度 

ト

 総合運動公園

位
置
づ

（

け

関連計画 刈谷市地域

様

防災計画

根拠法令 大規

式

模地震対策特別措置法

１

第32条、災害対策基

）

本法第48条

対象者 市

会

民 事業期間 ～

実施方法

計

■直営　■委託　□指

名

定管理　□補助・助成

担

　□その他

当部 生活安全部

一

Ｂ
　
事

般

　
業
　
実
　
績

４年度実

会

績 ５年度実績 ６年度実

計

績 ７年度計画

実働型総

防

合防災訓練 　 実働型総

災

合防災訓練 　
・訓練参

訓

加者　1,233名 　

練

・訓練参加者　650

事

名 　
（一般市民、防災

業

関係機関、 　 （一般市

担

民、防災関係機関、 　

当

地元企業、ボランティ

課

ア団体 　 地元企業、ボ

危

ランティア団体 　
等）

機

　　　―――――――

管

等） 　　　―――――

理

――

　電気、ガス、水

課

道等のインフラ関係企

款

業、報道機関、自衛隊

項

等、多くの防災関係機

目

関が訓練に参加したこ

担

とで、顔の見

成果
える

当

関係をつくることがで

係

きた。また、訓練展示

防

ブースでは、近年多発

災

している土砂災害に特

係

化した活動を披露した

9

こと

で、市民の防災意

1

識の向上に寄与するこ

4

とができた。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 総合防災訓練参加者（人） 1,233 ― 650


